
平成２８年度 パイロット事業のアウトカム評価について 

平成２９年度第１回 全国健康保険協会静岡支部評議会 資料２-② 



 県内1,700の薬局へジェネリック通信を送付し、薬局における医薬品数量割合、一般名処方
のレセプト割合、自薬局と地域の技術料と薬剤料における収益構造比較、県内の医薬品ランキ
ング等の情報提供を行った。 
 また、一般名処方のある医科レセプトと調剤レセプトをひも付、切り替えポテンシャルの高い薬
局の抽出、一般名処方の低い課題医療機関の抽出等、階層化分析を行った。 
 

 事業対象者 

  県内1,700薬局 

 事業費用及び主な使途 

  853万円（内訳：データ分析委託費用804万円、ジェネリック通信郵送費49万円） 

 

 事業スキーム 

  ■ジェネリック通信コンテンツの抽出 

   ○薬局における一般名処方のレセプト割合、処方箋集中率、とジェネリック割合を抽出      

   ○薬局における県内後発医薬品加算体制を比較できるよう抽出 

   ○調剤報酬における技術料、薬剤料の割合を薬局、地域比較できるよう抽出  

 

 

   

① 事業概要 
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① 事業概要 

■ジェネリック通信コンテンツの抽出（続き） 

   ○県内の調剤レセプトより、調剤実績の多い先発薬剤と、紐づく後発薬剤をリスト化 

 

■階層化分析 

   ○医療機関、薬局レセプト数量別ジェネリック割合の抽出による規模における課題機関の 

   抽出 

   ○薬局別、ジェネリック割合、一般名処方ありレセプトの分布状況の抽出 

   ○GISの活用による低迷薬局の要因パターン化 

   ○薬局別ジェネリック切り替えポテンシャルの高い薬局の抽出（後発あり先発調剤数量別、 

   低迷要因パターン表示、一般名処方割合、ジェネリック割合を記載） 

   ○一般名処方レセプト群と、調剤全体レセプト群のジェネリック割合比較（市町別） 
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  アウトプット評価 

   ①ジェネリック通信  県内1,700薬局へ送付 

   ②レセプト数量24,000枚以上/月、ジェネリック割合県平均71％未満の薬局を課題 

   薬局と位置づけ、訪問   

 

  アウトカム評価 

   レセプト数量24,000枚以上/月の薬局において、事業実施前の平成28年9月度と、

事業実施後の平成28年12月度のジェネリック割合を比較 

   対象薬局の平成28年9月度の平均は57.8％、平成28年12月度の平均は59.9％ 

   2.1ポイントの上昇 -① 

 

  支部平均は、平成28年9月度69.5％、平成28年12月度71.0％ 

   1.5％の上昇  -② 

   ①－②＝0.6％ ジェネリック課題薬局群が支部平均の伸び率を上回る 

 

    

② 実施結果 
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③ 効果分析及び今後の方針（静岡支部の総効果額） 

【検証月】  
事業前 平成28年9月  事業後  平成28年12月 

【手法】 
平成28年9月と12月における静岡支部の後発あり先発医薬品と後発医薬品の総金額における
差を比較 

【使用データ】 
平成28年9月、12月 調剤薬局リスト（静岡分） 

【検証方法】 
 9月から12月の調剤割合は後発あり先発品（30.5%→29.0%） 
後発品（69.5%→71.0%）と先発品が縮小し後発品の調剤割合が伸びている。 
 
 9月の調剤割合（先発品30.5％、後発品69.5％）のまま推移した場合の12月の先発品、 
後発品の推定金額と、12月の実績値（先発品29.0％、後発品71.0％）の先発品、後発品 
の金額を比較した。 
 

【効果額】  
13,309,318円/月 
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区分 12月実績額
9月時の先発、後発調
剤割合のまま推移した

場合の推定額
差額

後発あり先発品 399,229,650 419,773,264 -20,543,614

後発品 344,833,418 337,599,122 7,234,296

計 744,063,068 757,372,386 -13,309,318



  今後の方針 

 ■レセプト規模別ジェネリック割合は、各県ごとに散布状況が異なる。規模別に課題薬局を

あたるために役立つため分析初期の内容として有効 

 

 ■後発品あり先発品数量が多い薬局のうち、さらに一般名処方割合が高い薬局を、切り

替えポテンシャルの高い薬局として訪問勧奨を実施。今後も継続実施予定。 

 

 ■医薬品実績リストは、改善し見せ方を変えることで、地域の調剤薬局の現状を示すこと

ができる。フォーミュラリが進む中で、保険者の持つデータを活用し地域医療の最適化へ意

見発信するツールとなりえる。  

  

 ■全国展開については、地域阻害要因はなく可能。アンケート結果から全体に占める自機

関のジェネリック割合や一般名処方割合レセプトの状況は知りたい傾向が強い。 

 また、医薬品実績リストは、薬局のみならず医療機関も配布希望の機関が多い。  

 

③ 効果分析及び今後の方針 
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